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研究成果の概要（和文）：　特別支援学校に所属する児童生徒のうち障害の程度や様々な事情によって通学が困難な者
がいる。こうした児童生徒に対して，教員が自宅や病院を訪問し教育を行う訪問教育が実施されている。本研究の目的
は，こうした訪問教育において情報通信技術(ICT)を活用する方法を実証的に追及することにあった。
　3年間の本研究期間において，利用者は合計4名であった。在校の学級と在宅をネットワークを介して接続し，学級で
行われる授業に年数回の参加を試みた。関係者からはその有用性に対して良好な反応が得られた。一方で通常のネット
ワークの利用では伝送遅延のために，学習に不可欠な合奏，合唱が困難であったことがネックとしてあげられた。

研究成果の概要（英文）： Students with severe disabilities or medical complexity are eligible for special 
education services. Some of them are unable to attend school based on their severe disabilities. 
Homebound instruction is academic instruction provided to them by school teachers at home or a health 
care facility. The purpose of this study was to understand how to use the information and communication 
technology (ICT) to support this kind of education.
 During the investigation period, users of this system were only four 4 students. In several times of 
year, their homes and classes of their special school were connected via internet network. The student 
attended the class activity at that time. The participants in this activity such as teachers, classmates, 
or parents, state the positive comments for usefulness of this system in homebound instruction. However, 
the delay of the sound was made difficulties over the synchronization of musical activities, which are 
thought to be very important.

研究分野：福祉工学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 2011年 6月 24日北海道新聞朝刊において
初山別町では全世帯に情報端末を配布，加え
て無線 LAN 環境整備を補助し，生活支援シ
ステムを構築するモデル事業を開始したこ
とが報道された。急速に発達した ICTを活用
が社会や生活の在り方に劇的な変化をもた
らしている。三田（連携研究者）らは実際に
中山間部における高齢者に対する在宅ケア
にテレビ電話を中心としたシステムを導入
し，その有効性と長期運用の可能性の検証を
行ってきた 1）。また，居宅で介護をうける重
度心身障害児者の在宅ケアにおいてもシス
テムの有効性が検証されている 2）。 
 こうした研究では，血圧・血中酸素飽和度
といった医学的な生体情報のモニタリング
装置とテレビ電話システムが使用されてき
た。研究成果 3）から健康状態が比較的安定し
た対象についてはテレビ電話による生活支
援や簡単な診療でその要望を満たせること
が示唆されている。特別支援学校に所属して
いるが障害の程度や家庭の事情などによっ
て通学が困難であり訪問教育を受ける児
童・生徒にとってもテレビ電話システムを活
用し疑似的に学校環境（学級，学友）に参加
できる可能性が示されているが，その特別支
援教育への活用は緒に就いたばかりであっ
た。 
 教育分野における ICT利活用について，平
成 22 年から，政府方針がいくつか示され，
教育分野の IT 化がますます促進されること
になった。文部科学省は，教育分野における
情報通信技術面の検証を行うフューチャー
スクール推進事業を平成 22 年度より開始し
た。それらの成果は平成 22 年度末から「教
育分野における ICT 利活用推進のための情
報通信技術面に関するガイドライン」として
平成 24年度まで，まとめが公表されている。 
 
２．研究の目的 
 本研究ではまず簡単に構築できるテレビ
電話システムの訪問教育への導入を試み，そ
の有効性を検証することを目的とする。さら
に，修学上のニーズなどを調査し最適なシス
テムの構築を目指す。 
 学校教育では ICT の導入や活用に対して
通常想定される以上に障害が多い 4）。本研究
ではまず特別支援学校と連携し，訪問教育へ
のテレビ電話システムを導入し，その有効性
を明らかにする。このために，このシステム
を利用する児童・生徒の変容を評価するシス
テムを開発する。さらに，学校環境において
最適なシステムの構築を模索する。 
 
３．研究の方法 
（１）関係機関との協力体制の確立 
 前述のように，学校の体制では校内のネッ
トワークシステムを校務や授業以外の目的
で，特に外部と接続させるような活用に対し
て抵抗がある。そこで，本研究では事前に特

別支援校の管理職に本研究の趣旨と方法に
ついて打診を行い，希望と許可を願いでた。
活用の内諾を得た後，正式な協力依頼を毎年
度行う。また，管理職の許可を得た後，機関
の情報管理者の承諾も必要であり，IP アドレ
スの付与や接続トラブルへの対応にも協力
を依頼する。 
 
（２）ICT 活用の教育課程への組込みと実行 
 本システムの活用を希望した生徒，保護者，
担当教諭と在校学級の担当教諭の間で教育
課程（カリキュラム）に本システムを活用し
た学習をどのように位置づけるかについて
協議がなされ，どの時点で授業に組み入れる
かなどのスケジュールが決定される。次いで，
決定されたスケジュールに合わせて，具体的
な実施日，事前の接続テストなどの日程が決
定される。 
 また，Skype による接続テスト実行の折に
研究参加対象者とその保護者に研究の意義
などのインフォームドコンセントを実施す
る。 
 
（３）事後聞き取りの実施 
 実施期間の最後に研究参加者（可能であれ
ば），保護者，担当教員，在校生，在校学級
担当教員から感想や意見等の聞き取り調査
を行う。 
 
４．研究成果 
 本研究の実施期間は平成２４年度から２
６年度の３年間であった。その間，本システ
ムの活用に参加した生徒は４名であった。ま
ずそれぞれの事例についてまとめ，最後に総
括する。 
 
（１） 事例１ 
 対象者 A(以後 A とする)は，高等部３年の
１年間本システムを活用した。A は骨形成不
全のため通学困難と判断されている。言語能
力に問題はなく他者との意思疎通を十分行
える。また，本人のスクリーング参加の意欲
は高く，できる限り通学を希望する生徒であ
った。また卒後，PC を活用する就労を目指し
ていた。このため，対象者は居宅にはインタ
ーネットに接続する PC, Web カメラ等が完備
されていた。すでに Skype 等の使用経験もあ
り本研究への参加に関して設備面の問題は
ないと判断した。一方で，保護者からの要望
で Skype による接続は，訪問教育実施の時間
のみで，指導教諭が同席している場合に限定
することになった。 
 A はチャットなどのインターネットを通じ
たコミュニケーションには慣れているが，直
接向かい合って行う場合に苦手な面がある
と自己分析していた。通常のスクーリングに
加えて，Skype によるテレビ電話で直接向か
い合うに近い形でのコミュニケーション経
験を増やすことが第一目標となった。加えて，
訪問担当の教諭では困難なより専門性の高



い授業を提供することを予定した。英語，国
語，保健について専門教員による指導が，こ
のシステムを通じて行われ，従来の訪問教員
の指導に付加された（図 1）。 
 A の場合，訪問教育は週３回，２名の教諭
が居宅を訪問している。また，スクーリング
は冬季をのぞいてひと月に１回程度であっ
た。本システムによる接続は１１回行われた。
その内５回は英語，国語，保健の授業が行わ
れた。また，卒業式の予行演習の中継を行う
ことができた。卒業式を他の生徒と同じよう
な感覚で迎えることができ，自信をもって最
後のあいさつを行うことができた。本人への
インタビューでも，いろいろな先生方とコミ
ュニケーションをとる機会が増えたことで，
自信につながったという感想が得られた。 
 研究参加期間中に居宅の PC の入れ替え等
がなされ，居宅ネットワークによる通信が困
難になった。携帯 WiFi 装置（WiMax）とタブ
レット端末（iPad）を導入し本研究の継続を
図った。場合によって，通信の断絶が起こり，
再接続操作が必要な場合があったが，専門教
諭による授業は１対１で行われるため大き
な問題はないと考えられた。 
 
（２） 事例２ 
 対象者 B（以後 B とする）は中学部 2 年の
生徒であり，２年間本研究に参加した。B は
溺水後遺症により寝たきりとなった重度心
身障害児であり，呼吸器を使用し，発語・身
体運動はほとんど認められない。養護学校か
ら教諭が週３回訪問教育を行っている。学校
には年に数回（宿泊研修，運動会など）通学
する程度であった。こうした行事の前後で，
合流する学級や学年との交流を行うために，
本システムを活用することになった。実際に
は１年目３回，２年目２回，在校の学級活動
に本システムを用いて参加した。 
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図１ 在校教諭による授業 
 

 

 
図２ 在宅での接続の様子（事例２） 

 B 宅にはネットワーク環境はなかったが，
WiMax エリア内であったために，携帯 WiFi 装
置を使用することにした。訪問教育を行う時
にノート PC とともに教諭が持参することに
した。図２は接続時の居宅側の様子を示す。
居宅ではノート PC 内蔵の Web カメラで撮影
し，Skype を用いてインターネット回線を通
じて在校の学級と接続している。 
 一方，在校学級では図３a に示すようなセ
ットアップを準備した。Web カムにはノート
PC 内蔵のものではなくカンファレンスカム
（BCC950，ロジクール社）を利用した。通常
の Web カムはパン・チルト・ズームなどの操
作を接続した PC で行う。しかしながら，PC
上での操作は煩雑であり，Skype 接続中の操
作は困難である。カンファレンスカムはリモ
コンか本体のボタン操作でメカニカルにカ
メラのパン・チルト・ズームが可能である。
また，教室には大型テレビが設置されている
ので，これに PC の画面をミラーリングした
（図３ｂ）。授業の中で，在校の生徒たちが
一人ずつテレビの前まで進み，自己紹介等を
行っていた（図３ｃ）。 
 B は同級生の声や雰囲気を感じとって，緊
張を示すことがあった。また，画面の方を見
る様子もみてとれた。保護者も同窓生との関
わりが希薄であるため，こうした交流によっ
て同窓生の存在と学校への所属意識が強め
られたと述べている。在校学級でも全員では
ないが，テレビを通じて同級生と交流してい
るという意識を持つものがいることが分か
った。また，こうした授業の後で Bが学校を
訪れた際に，仲間意識を持って対応する生徒
もいることが報告された。 
 
 

 
a 在校セットアップ 
 

 
b 在校教室の様子 
 

 
c 画面による様子 
図３ 在校での接続の様子 



（３） 事例３ 
 この事例は中学部1年と3年の兄弟2名（以
後 Cたちとする）であり，２年間本研究に参
加した。C らはいずれも遺伝疾患によって寝
たきりとなった重度心身障害児であり，呼吸
器を使用し，発語・身体運動はほとんど認め
られない。B 同様，養護学校から教諭が週３
回訪問教育を行っている。学校には年に数回
（宿泊研修，運動会など）通学する程度であ
った。やはり，在学の学級活動に参加するこ
とを目標とした。１年目６回，２年目１回，
在校の学級活動に本システムを用いて参加
した。 
 C 宅ではすでにインターネット環境が整備
されており，本研究でもそのシステムへの接
続を許可していただいた。学習は兄弟がそれ
ぞれのベッドに並んでいる状態で行った（図
４ｂ）。訪問教諭の負担を軽減するために，
軽量なタブレット端末（iPad）の使用などを
検討したが，画質等の問題で，ノート PC を
用いることにした。最終的に，ディスプレイ
を一台追加し PC と画面を共有することで，
二人に同じ画面を見せるようにした。この時，
外付けの Web カメラを用いて，学級に参加す
る対象の撮影を容易にすることを考えてい
る（図４a）。 
 １年目の活用のうち2回は在校生は参加せ
ず，始業・終業式を管理職および在学教室の
教諭によって行った。残りの 4回はおもに音
楽の授業への参加であった。一方，２年目で
は途中長期入院を余儀なくされたため，1 回
だけ養護学校との接続学習が可能であった。 
 保護者からは普段見聞きすることのない，
在校生や教諭との交流には対象生徒への刺
激と経験になり，貴重な時間であったとの意
見が寄せられている。在校生にとっては，仲
間意識等の醸成が見て取れたなどの意見が
寄せられた。在校の教諭や保護者の観察や感
想から，訪問教育への本研究で用いたシステ 
 
 

 
a 居宅セットアップ 
 
 

 
ｂ 在宅での接続の様子（事例３） 
図４ 事例３の接続の様子 

 

ムの有効性は見て取ることができた。その一
方で，ネットワークを通じた通信のために生
じる伝送遅延のために，学習に不可欠な音楽
や合奏，合唱が困難であったことがネックと
してあげられた。 
 
（４） 事例４ 
 近隣の重度心身障害児者施設の院内学級
では，ベッドサイドの教育と集団教育が行わ
れている。ベッドサイドでの対象者を本テレ
ビ電話システムを用いて集団教育の場に参
加させるたいという要望があった。しかしな
がら，施設内は人工呼吸器や生体情報監視装
置などICUに準じた状況であるため，無線LAN
や PLC の使用が制限される。したがって，有
線での活用を検討したが，毎回の敷設など作
業が煩雑で困難であると判断し実現には至
らなかった。 
 
（５） まとめ 
 本研究では養護学校に所属するが，様々な
要因で通学困難と判断された児童・生徒に対
する訪問教育におけるICTの活用を検討する
ことを目的とした。具体的には PC と Web カ
メラ，Skype でテレビ電話を構築し，インタ
ーネットを介して在宅と在校を接続し，在宅
生を授業に参加させることであった。 
 ３年間の研究期間に参加した生徒は４名
と少数であったが，対象者，保護者，担当教
諭からこうした形で在校の学級活動等に参
加することで，集団生活や仲間意識等，登校
することで得られる教育効果をわずかでも
得られたことが推察された。また，在校の教
諭の記述からも生徒たちが同級・同窓生の存
在やこうした形の交流の意味を理解し，仲間
意識を持つことができることが示唆された。
加えて，継続的な使用がより良い結果を生む
可能性が予想されている。すなわち，関係者
によってこうした活用の有用性は支持され
たと考えられる。 
 次に一方で，参加者が増えなかった要因を
考える。その一つは，接続や通信のトラブル
への対応の困難さにある。在校の教諭からは，
設定や準備を訪問教諭や情報担当者にたよ
りきっていたという記述やトラブルに対応
できないという記述が見受けられた。また，
通信による遅延のために，合奏や合唱が行え
ないという問題が考えられる。生徒間の交流
を考える場合，一緒に歌を歌ったり，楽器を
奏でることが重要な活動であると考えられ
るからである。しかしながら，こうした問題
は設備や技術的問題点であり，教育における
ICT 利活用の推進によって解消されると考え
られる。今後も要望があればこうした支援を
継続する予定である。 
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